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令和６年 第３回忠岡町議会定例会会議録（第５日） 

 

 令和６年１０月１日午前１０時、第３回忠岡町議会定例会を忠岡町議会議事堂に招集し

た。 

１．出席議員は、次のとおりであります。 

   １番 河瀬 成利議員   ２番 今奈良幸子議員   ３番 北村  孝議員 

   ４番 小島みゆき議員   ５番 二家本英生議員   ６番 是枝 綾子議員 

   ７番 松井 匡仁議員   ８番 三宅 良矢議員   ９番 前川 和也議員 

   10番 尾﨑 孝子議員   11番 勝元由佳子議員   12番 河野 隆子議員 

 

１．欠席議員は、次のとおりであります。 

   なし 

 

１．地方自治法第１２１条の規定により、本会議に出席を求めた者は、次のとおりであり

ます。 

  町  長        杉原 健士  副 町 長        井上 智宏 

  町長公室長       立花 武彦 

  町長公室次長兼秘書人事課長      町長公室次長兼自治防災課長 

              中定 昭博              南  智樹 

  産業住民部長      新城 正俊 

  産業住民部次長兼住民人権課長     産業住民部次長兼生活環境課長   

              谷野 彰俊              小倉由紀夫 

  健康福祉部長      二重 幸生  健康福祉部次長兼保険課長 

                                 大谷 貴利 

  教育部長兼教育総務課長        教育部理事兼学校教育課長 

              村田 健次              石本 秀樹 

  消 防 長        岸田 健二  消防次長兼予防課長   下川 浩幸 

（各課課長同席） 

 

１．本議会の職員は、次のとおりであります。 

  事務局長   柏原 憲一 

  係  長   酒井 宇紀 
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 （会議の顚末） 

 

議長（北村 孝議員） 

 おはようございます。 

 本日の出席議員は、全員出席でありますので、会議は成立をいたしております。 

 

議長（北村 孝議員） 

 ただいまから、会議を開きます。 

（「午前１０時００分」開会） 

 

議長（北村 孝議員） 

 本日の議事日程を事務局長より報告をさせます。 

事務局長（柏原 憲一局長） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 柏原事務局長。 

議会事務局（柏原 憲一局長） 

 令和６年第３回忠岡町議会定例会議事日程（５日目）について、ご報告申し上げます。 

日程第１ 議案第３７号 令和５年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の処分について 

            （総務事業常任委員会委員長報告） 

日程第２ 議案第３８号 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う 

            大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議について 

            （総務事業常任委員会委員長報告） 

日程第３ 議案第３９号 大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議につい 

            て 

            （福祉文教常任委員会委員長報告） 

日程第４ 議案第４０号 忠岡町国民健康保険条例の一部改正について 

            （福祉文教常任委員会委員長報告） 

日程第５ 議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について 

            （総務事業常任委員会委員長報告） 

            （福祉文教常任委員会委員長報告） 

日程第６ 議案第４３号 令和６年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第 

            ２号）について 

            （福祉文教常任委員会委員長報告） 

日程第７ 議案第４４号 令和６年度忠岡町介護保険特別会計補正予算（第１号）につい 
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            て 

            （福祉文教常任委員会委員長報告） 

日程第８ 認定第 １ 号 令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定に 

            ついて 

            （決算審査特別委員会委員長報告） 

日程第９ 認定第 ２ 号 令和５年度忠岡町下水道事業決算認定について 

            （決算審査特別委員会委員長報告） 

日程第10 意見書第６号 米不足への緊急対応を求める意見書の提出について 

日程第11 意見書第７号 ２０５０年脱炭素実現に向けて最大限の取り組みを求める意見 

            書の提出について 

日程第12        議会運営委員会の閉会中の所管事務調査について 

 以上のとおりでございます。 

 

議長（北村 孝議員） 

 日程第１ 議案第３７号から日程第７ 議案第４４号までの７件の議案についてを一括

して議題といたしたいと思いますが、これにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご異議ないものと認めます。 

 よって、日程第１ 議案第３７号から日程第７ 議案第４４号までの７件を一括議題と

いたします。 

 本件に関し、９月６日の本会議において、総務事業、福祉文教の各常任委員会に付託を

しました議案について、各常任委員会で内容の審査をした結果を常任委員会委員長から報

告を求めます。 

 初めに、総務事業常任委員会委員長報告を求めます。総務事業常任委員会委員長、松井

匡仁議員。 

総務事業常任委員会委員長（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

総務事業常任委員会委員長（松井 匡仁議員） 

 議長の許可を得ましたので、総務事業常任委員会委員長報告を行います。 

 ９月６日の本会議におきまして、本委員会に付託されました、４件の案件につきまして

は、９月１０日に委員会を開催し、慎重に内容の審査を行いましたので、その経過並びに

結果につきまして、会議規則第４１条第１項の規定によりご報告をいたします。 
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 なお、質疑応答などの詳細な内容につきましては、配付いたしております、議事概要版

のとおりでありますので、よろしくお願い申し上げます。 

 また、４件の議案のうち、議案第４１号につきましては９月１２日の本会議において、

先んじて報告いたしておりますので、これを省略いたします。 

 議案第３７号 令和５年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の処分については、委員

会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 次に、議案第３８号 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及びこれに伴う大

阪広域水道企業団規約の変更に関する協議については、委員会記録のとおり、理事者から

の説明の後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 最後に、議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）につきましては、

総務事業常任委員会に係る部分は、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応

答があり、全会一致で可決されました。 

 以上が、審査経過並びに結果であり、当委員会に付託された３件の議案について報告を

終えます。 

 令和６年１０月１日、総務事業常任委員会委員長、松井匡仁。 

 

議長（北村 孝議員） 

 ただいまの総務事業常任委員会委員長の報告に対し質疑を行います。 

 質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 質疑なしと認めます。これで質疑を終わります。 

 次に、福祉文教常任委員会の委員長報告を求めます。福祉文教常任委員会委員長、三宅

良矢議員。 

福祉文教常任委員会委員長（三宅 良矢議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 三宅議員。 

福祉文教常任委員会委員長（三宅 良矢議員） 

 議長の許可を得ましたので、福祉文教常任委員会委員長報告を行います。 

 ９月６日の本会議におきまして、本委員会に付託されました、５件の案件につきまして、

９月１１日に委員会を開催し、慎重に内容の審査を行いましたので、その経過並び結果に

ついて、会議規則第４１条第１項の規定により報告いたします。 

 なお、質疑応答等の詳細な内容については、配付しております、議事暫定版のとおりで

ありますので、よろしくお願いします。 



5 

 

 議案第３９号 大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議については、委

員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答・反対討論があり、賛成多数で可決

されました。 

 反対討論としては、後期高齢者医療保険証をマイナ保険証に切替えない人に資格確認書

を発行するという議案。マイナンバー制度はプライバシー権侵害のリスクが避けられず高

齢者には紛失のリスクもある、との意見がありました。 

 議案第４０号 忠岡町国民健康保険条例の一部改正については、委員会記録のとおり、

理事者からの説明の後、質疑応答・反対討論があり、賛成多数で可決されました。 

 反対討論としては、今の紙の保険証をそのまま残せばいいものを、マイナ保険証を誘導

することについては反対します、との意見がありました。 

 議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）についての、福祉文教常

任委員会に係る部分については、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応

答・反対討論があり、賛成多数で可決されました。 

 反対討論としては、令和５年度の黒字である１億７００万円を財政調整基金にため込む

のではなく、黒字の一部を活用し、給食費の助成費用を約３か月とは言わず、今年度末ま

で給食費の助成を行うべきではないか、という立場で本補正予算には反対との意見があり

ました。 

 一方、賛成討論としては、今の状況下で、臨時交付金を子育て世代の支援として給食費

助成金に回すことには賛成、との意見がありました。 

 議案第４３号 令和６年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）に

ついては、委員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答・反対討論があり、賛

成多数で可決されました。 

 反対討論としては、取得が任意であるマイナンバーカードに保険証機能を付加したマイ

ナ保険証は、マイナンバーカードの取得が実質義務化となる。紙の保険証を廃止し、その

代わりとなる資格確認書を作成するための費用の補正予算には反対、との意見がありまし

た。 

 議案第４４号 令和６年度忠岡町介護保険特別会計補正予算（第１号）については、委

員会記録のとおり、理事者からの説明の後、質疑応答があり、全会一致で可決されました。 

 以上が、審査経過並びに結果であり、当委員会に付託された５件の議案について報告を

終わります。 

 令和６年１０月１日、福祉文教常任委員会委員長、三宅良矢。 

 

議長（北村 孝議員） 

 ただいまの福祉文教常任委員会委員長の報告に対し、質疑を行います。 

 質疑ございませんか。 



6 

 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これより議案１件ごとに討論及び採決を行います。 

 それでは、日程第１、議案第３７号 令和５年度忠岡町下水道事業未処分利益剰余金の

処分について討論を行います。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第３７号を採決いたします。 

 本件について委員長の報告は、原案可決であります。委員長の報告のとおり決定するこ

とにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご異議ないものと認めます。 

 よって議案第３７号は、委員長報告のとおり可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、日程第２、議案第３８号 大阪広域水道企業団の共同処理する事務の変更及び

これに伴う大阪広域水道企業団規約の変更に関する協議について討論を行います。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第３８号を採決いたします。 

 本件について委員長の報告は、原案可決であります。委員長の報告のとおり決定するこ

とにご異議ございませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご異議ないものと認めます。 

 よって議案第３８号は、委員長報告のとおり可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 
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 続いて、日程第３、議案第３９号 大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する

協議について討論を行います。 

 討論ございませんか。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議案第３９号、大阪府後期高齢者医療広域連合規約の変更に関する協議について、日本

共産党の反対討論を行います。 

 この議案は、今年の１２月２日から、紙の保険証を廃止することに伴う規約の変更であ

ります。紙の保険証の廃止の目的は、任意であるマイナンバーカードを強制的に全国民に

持たせようというものです。それも性急にです。マイナンバーカードの取得率は全国的に

約７割ですが、マイナ保険証の利用率は、厚生労働省の発表によれば、今年の８月時点で

１２.４３％にとどまっています。全国保険医団体連合会の昨年の調査によれば、医療機

関で５，４９３件ものトラブルが発生し、一旦１０割負担をした例が１，２９１件もあり、

診察を受けずに帰宅した人もいたとのことです。他人の医療情報がひもづけされていたな

ど、命に関わる危険があり、絶対にあってはならないことです。 

 そうした不安から、マイナ保険証の利用率が低くなっているのではないでしょうか。紙

の保険証で十分間に合っているのに、マイナ保険証を強制的に持たせて保険証を廃止する

のはやめるべきです。 

 また、あるネットの調査で、マイナンバーカードの義務化に反対という方に理由を聞い

たところ、国家による個人情報管理をされたくないという人が４５．５％、個人情報流出

に不安という人が３９％で大半を占めています。 

 そのとおりで、そもそもマイナンバー制度は、医療、年金、介護など人生で受けた行政

サービスの給付額と、納めた税金、保険料の額、負担額がどのくらいなのかを比較し、負

担に見合った給付という名の下に、社会保障給付費を削減し、国や財界、大企業の税保険

料の負担を減らそうというのが最大の狙いです。 

 安倍政権以来、政府は財界の要求により、個人情報保護法を解約し、保護規定を弱め、

個人情報の利活用を拡大してきました。日本経団連は２０２０年新成長戦略において、健

康保険証、運転免許証、在留カード等の公的証明書、また診察券や学生証等のデジタル化

とマイナンバーカードへの一元化というものを求めています。個人情報ビジネスを推進す

るために、当初は検討もされていなかった健康保険証の廃止とマイナンバーカードとの一

本化をはじめ、膨大な量の個人情報をひもづけているのです。 

 財界大企業のもうけのために、負担に見合った給付の名目で、社会保障の削減と国民負



8 

 

担増をするために紙の保険証が廃止され、全国民にマイナンバー保険証を持たせ、国家が

国民を監視するなど断じて許せません。そういう意味目的のための紙の保険証廃止を規約

上でも行う解約に、日本共産党は怒りを込めて反対をいたします。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、賛成討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 これより議案第３９号を起立により採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決であります。議案第３９号について委員長報告

のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 賛成多数であります。 

 よって、議案第３９号は、可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、日程第４、議案第４０号 忠岡町国民健康保険条例の一部改正について討論を

行います。 

 討論ございませんか。 

 討論をお受けいたします。 

 まずは反対討論でございます。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議案第４０号 忠岡町国民健康保険条例の一部改正について日本共産党の反対討論を行

います。 

 これも先ほどの後期高齢者医療広域連合規約の変更の議案と同様、１２月２日から、紙

の保険証が廃止されることに伴う国民健康保険条例の一部改正ですが、保険証そのものが

なくなるため、返還に応じない者に対する過料が科せられなくなるから削除する。短期保

険証も資格証明書も廃止されるというものです。 

 しかし、保険証廃止が前提の削除改定であります。マイナンバー保険証を全国民に強制
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的に持たせ、全国民を国家が掌握し、負担に見合った給付の名の下、社会保障の削減と国

民負担増を行い、国の支出の削減と財界大企業の税と保険料負担の削減をする狙いに変わ

りはありません。認められないため反対いたします。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、賛成討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 これより議案第４０号を起立により採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決であります。議案第４０号について委員長報告

のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第４０号は、委員長報告のとおり可決されました。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 動議を求めます。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員の発言を許します。 

５番（二家本英生議員） 

 議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について、組替え動議を

提出したいと思います。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 議事の都合により暫時休憩をいたします。１０時３５分より再開をいたします。 

 暫時休憩します。 

（「午前１０時１９分」休憩） 

 

議長（北村 孝議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 
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（「午前１０時３５分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 

 

議長（北村 孝議員） 

 本件に対して、二家本議員ほか２名から組替えの動議が提出されております。 

 この動議は所定の要件を満たしておりますので、動議は成立しております。 

 よって、これから原案と併せて議題といたします。 

 提案理由の説明を求めます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）のうち、組替えを求める

動議の提案説明をさせていただきます。 

 国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業として、事業者への支援金の事

業の余剰金分を小中学校の給食費約３か月分の助成として、活用することは反対するもの

ではありません。 

 しかし、物価高騰は、子育て世帯の家計を直撃しています。よって３か月とは言わず、

年度内まで給食費助成を延長し、その増額分については、今回積み立てる財政調整基金を

活用し、少しでも子育て世帯の負担軽減を図るようお願いするものであります。 

 組み替えする項目としまして、歳出のほうより第２款第１項第７目財政調整基金積立金

を１億７００万円より６１９万８，０００円を減額し、第２款第１項第２０目町立小学校

給食費助成金を４０３万８，０００円増額、町立中学校給食費助成金を２１６万円増額す

ること。 

 以上になります。 

議長（北村 孝議員） 

 提案理由は以上のとおりです。 

 これより本組替え動議に対する質疑に入ります。 

 質疑ありませんか。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 
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 ちょっとお聞きします。子育て世帯への支援ということで、３か月とは言わず、今年度

内まで給食費助成を延長すると、それに係る費用を財調から充当するということで、子育

て世帯の支援というところでは分かるんですけども、給食費の無償化という部分が、やっ

ぱり恒常的にしないと意味がないんかなと思う施策でもありますので、これ年度内までや

って、年度明けたらまた元に戻るというところで恒常性がないんですよね。 

 その後、これ今おっしゃってる提案をやったとして、年度明けまた元に戻る。そしたら

期待させた部分が、また住民さんをがっかりさせることにもなるんですけども、そこの部

分はどうお考えなんでしょうか。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 私たちは以前から給食費については、もう無償化をずっと求めていってます。今回、忠

岡町が今回助成に至ったのは、助成をしたのは物価高騰対策として事業者の費用が、事業

者の支援分が余剰金が出たということで給食費を助成するということで組替えいただいた

ものです。補正予算で出していただいたものです。 

 恒常的というのは本当に私たちはこれから切に願っているところでありますけども、こ

の事業というのは過去、令和２年度からのコロナのときからどうにかして、子育て世帯助

けたいということで、本来であればその時点で恒常的にしていただきたかったものです。 

 ただ、国の交付金を使って活用したのがここ二、三年あるということで、本来であれば、

私たち議員から、議会からしても恒常的な給食費助成を求めていって、子育て世帯の負担

を少しでも軽減できるような形でやっていただきたいんですけども、これが終わったから、

住民が、がっかりするというのをがっかりさせないために、議会でも、この子育て給食へ

の助成の無償については引き続き求めていっていきたいと思ってます。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 他に、ご質疑ありませんか。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 すみません。提案者に質問をいたします。 

 さきの福祉文教の常任委員会で、今年度これ足らずの分というのは、もうほぼほぼない
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という説明があったかと思うんですけれども、これ今回６１９万８，０００円、これの組

替えが上がってるんですが、これは負担時期の前倒しか何かを考えてるんでしょうか。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 ここ確かに福祉文教委員会の中では、そういった忠岡町から答弁もありました。後ほど

予算について確認してみると、この組み替えする予算が必要だということも伺いました。 

 やっぱりその中で、ほぼほぼないという答弁が実際にどういったものであるかというの

は、その場面では検証はしなかったので、後ほど出てきた金額についてはちょっとこの金

額が出たということで、今回この金額を組替え動議、財政調整基金からの取り崩して、こ

ちらのほうに充ててほしいという、そういった思いで今回提出させていただきました。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 すみません。では具体的にこれそのときこの補正予算が審議されたときと同じ日数分を

負担するということですか。具体的には何月から何月までのお話ですか。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 当初、福祉文教委員会の中では、約３か月という話でありました。お金の使い方によっ

ては３か月半かなということで話をしていて、それで、それだったらもうあと僅かでいけ

るんじゃないかというのが、当初の福祉文教委員会の中での話でありました。 

 そうですね、具体的にというとこでしたけども、その点については、やっぱり本来であ

ればね、その委員会の中で具体的な金額も聞いて、それで実際にどれだけ必要なのか、何

月からスタートさせれば、今年度、あと幾ら足したらいけるのかという、そういう委員会

の質疑が必要だったかもしれませんけども、その後、確認しましたら忠岡町側は基本的に

は１１月には手続が間に合わないということで、１２月から１月、２月最後までというお

考えだったんですけども、その分の、まだ１１月の引き落としがまだまだ手続が間に合う

と私も思っていますので、その１１月分も含めた年度末までということで、今回この予算
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を提案させていただきました。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 では、すみません。確認です。委員会で説明されてた分よりも１か月前倒しの金額がこ

こに入っているということですか。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 お見込みのとおりです。１１月から１か月前倒しにして、３月末まで、年度末１１月か

ら３月までということで、今回提案させていただいております。 

議長（北村 孝議員） 

 他に質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご質疑はないようですので、本動議に対する質疑を終結いたします。 

 これより議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について及び議

案第４２号に対する組替え動議の２件について、一括討論に入ります。 

 まず、原案に賛成の発言を許します。 

 ございませんか。 

 次に、原案及び組替え動議に反対の発言を許します。 

４番（小島みゆき議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 討議の分の反対討論でよろしいですか。 

議長（北村 孝議員） 

 原案及び組替え動議に反対の発言、両方に反対の。 

４番（小島みゆき議員） 

 原案に反対、すみません。違います。 
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議長（北村 孝議員） 

 次に、再び原案に賛成の発言を許します。 

 組替え動議の賛成の発言を許します。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 原案に反対、修正動議に賛成の立場で討論をいたします。 

 令和５年度の決算で、財政調整基金は１７億円を超えています。さらに１億７，０００

万円を基金に積むという補正予算が上げられています。 

 長引くコロナ禍で失業や収入が減り、さらに物価高騰が追い打ちをかけています。収入

が物価高騰カバーできないと悲鳴が上がっております。 

 子育て中の世帯も同じです。給食費は小学生高学年で１か月５，０００円、中学生では

１か月６，０００円で、複数の子供がおられる世帯では１万円を超えます。大変家計の負

担になっています。 

 そのような中、全国では小さな自治体、財政にゆとりがなくても、３割を超す自治体が

学校給食の無償化を行っています。住んでいる自治体によって大きな教育格差を感じるこ

とがないように給食費の全額補助を国が実施するまでの間は忠岡町で実施するということ

が求められています。 

 コロナの交付金で数か月給食費の無償化を本町でも実施されましたが、さきの是枝議員

の一般質問でも、住民の子育て世帯、今大変なところを応援していくということで、給食

費の無償化、これを恒久的にすべきだというふうに質問もし、忠岡町に求めてきたもので

す。 

 今回は議案４２、今回の議案４２号は余った物価高騰対策事業者支援金を、小中学校給

食費助成金の予算、助成金の予算の組替えは反対するものではありませんが、今本当に困

っている子育て世帯の支援として、３か月ではなく今回積み立てる財政調整基金を活用し、

せめて年度内まで延長することを求めます。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、原案賛成者の討論を行います。 

 討論ございませんか。 

４番（小島みゆき議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 
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 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 原案賛成で動議のものに反対の討論をいたします。 

 公明党としても、ずっと訴えてきております給食費の無償化は賛成ですが、今回は事業

支援の余剰金の臨時交付金を給食費として活用することには賛成いたしますが、財政調整

基金を活用するこの動議には賛同いたしかねます。 

議長（北村 孝議員） 

 次、続いて組替え動議、賛成者の発言を許します。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 余剰金、そうですね、事業者への支援金の事業の余剰分を当てるのに給食費の３か月の

無償はいいけれどということで、ですが、その余っているお金ですね、を活用してという

ことは一緒だと思うんです。財政調整基金に積み立てるということをしなくても、そちら

に回すということ必要なね、事業であれば、そういうふうに考えるのが普通ではないかと

思います。 

 本当に給食費の無償化を進めようと思うのなら、そういった少しでも長い間やろうとい

うね努力がね、やっぱり必要だと思います。その努力の意気込みというところがやっぱり

感じられるか、感じられないか、これが行政には必要な姿勢だと思います。ということで

やはり真剣に学校給食費の無償化を求めるならば、余ったお金、財政調整基金に積むので

はなく、少しでも使って実施をするのが本当の子育て支援ではないかと思います。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 次に、組替え、原案に賛成の討論を許します。 

 ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ないようですので、討論を終結いたします。 

 これより議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について及び議

案第４２号に対する組替え動議について採決をいたします。 
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１１番（勝元由佳子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 すみません。この動議ですけれども、おっしゃっていることも分かりますし、子育て支

援というところで使いたい、おっしゃる気持ちも分かりますけれども。 

議長（北村 孝議員） 

 勝元議員、討論終わっておりますので。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 出ていかせていただきたい…… 

議長（北村 孝議員） 

 採決にいたします。 

 この入る前にちょっと言うてほしかったですね。ちょっと私の。 

 申し訳ないです。 

 これより議案第４２号 令和６年度忠岡町一般会計補正予算（第５号）について及び議

案第４２号に対する組替え動議について採決をいたします。 

 まず、議案第４２号に対する組替え動議について起立により採決をいたします。 

 本組替え動議に賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立少数であります。 

 よって、組替え動議は否決されました。 

 次に、原案について採決をいたします。 

 本件について委員長の報告は原案可決であります。議案第４２号について委員長報告の

とおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第４２号は可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、日程第６、議案第４３号 令和６年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補

正予算（第２号）について討論を行います。 

 討論ございませんか。 
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６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議案第４３号 令和６年度忠岡町国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第２号）に

ついて、日本共産党の反対討論を行います。 

 この補正予算は、１２月２日から紙の保険証を廃止して資格確認書を印刷する台紙の作

成業務委託料であります。 

 先ほどの議案と同様、保険証を廃止して、任意であるマイナンバーカードを強制的に全

国民に持たせ、負担に見合った給付のために個人情報を国家が管理し、国の負担削減と財

界大企業の税と保険料負担を削減する狙いであることは明らかです。 

 紙の保険証を残せという国民の批判に押され、政府は資格確認書の発行を余儀なくされ

ました。同じ紙のものを発行するなら保険証でよいはずです。紙の保険証を廃止せず、今

のまま残せば、このように無駄なお金を使わなくて済むはずです。 

 以上のことから、この補正予算には反対いたします。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、賛成討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 これより議案第４３号を起立により採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決であります。議案第４３号について委員長報告

のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立多数であります。 

 よって、議案第４３号は、委員長報告どおり可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、日程第７、議案第４４号 令和６年度忠岡町介護保険特別会計補正予算（第１

号）について討論を行います。 

 討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 
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議長（北村 孝議員） 

 討論なしと認めます。 

 これより議案第４４号を採決いたします。 

 本件について、委員長の報告は原案可決であります。委員長報告のとおり決定すること

にご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご異議ないものと認めます。 

 よって、議案第４４号は委員長報告のとおり可決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 日程第８、認定第１号 令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定に

ついて並びに日程第９、認定第２号 令和５年度忠岡町下水道事業決算認定について、以

上２件を一括して議題といたします。 

 本件は９月６日の本会議におきまして、決算審査特別委員会に付託し審査いたしました。 

 これより、決算審査特別委員会、二家本英生委員長に審査の結果報告を求めます。二家

本議員。 

決算審査特別委員会委員長（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

決算審査特別委員会委員長（二家本英生議員） 

 北村議長のお許しをいただきまして、ただいまから決算審査特別委員会委員長報告をさ

せていただきます。 

 本件は、令和６年９月４日開会の第３回定例会におきまして、本特別委員会に付託され、

閉会中の継続審査となりました。令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算

認定及び令和５年度忠岡町下水道事業決算認定について、審査の経過及び結果について、

ご報告申し上げます。 

 委員会は、９月１７日、１９日、２０日の３日間にわたり、町長、副町長ほか関係職員

の出席を求め、一般会計及び各特別会計及び下水道事業会計について、健全な財政運営を

維持しながら、予算の目的に沿った効率的、効果的な執行がなされたか、さらに事業効果

についてどうであったかなど、綿密かつ慎重に審査した次第でございます。 

 出席委員は、今奈良幸子副委員長、小島みゆき委員、松井匡仁委員、尾﨑孝子委員、河

野隆子委員、私、二家本英生が出席の下、審査を行いました。 

 各会計の歳入歳出決算高は、既に議員各位に配付されています決算書のとおりでありま
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す。 

 財政課より令和５年度の一般会計の決算状況について説明がありました。 

 まず、令和５年度の一般会計決算規模は、歳入で８７億５，８８０万５，０００円、歳

出で８６億５，１０３万９，０００円となり、歳入については、前年度と比べ１３６万６，

０００円、０．１％の減、歳出については、前年度に続く東忠岡地区認定こども園整備事

業や、シビックセンター等ＥＳＣＯ事業などの投資的経費の増により、前年度と比べて３

億１，２４８万８，０００円、３．７％の増となりました。 

 決算収支につきましては、歳入歳出差引き額は１億７７６万６，０００円、実質収支は、

１億７４２万円の黒字となりました。 

 また、単年度収支は２億５，５９２万１，０００円の赤字、実質単年度収支は１億９，

１１４万９，０００円の黒字となりました。 

 歳入においては、町税が前年度と比べ個人住民税などの増により１，４５６万１，００

０円の増、地方交付税は国税収入の伸びによる再算定に伴う増などにより１億１，２０２

万３，０００円の増、国庫支出金が住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費補助金

などの減により４億５，２８６万１，０００円の減、府支出金が市町村振興補助金の減な

どにより、４８６万３，０００円の減、寄附金がふるさと応援寄附金の減により１，４８

５万円の減、町債がシビックセンター等ＥＳＣＯ事業債や町民運動場防災倉庫等整備事業

債などの増により３億３，９２８万８，０００円の増となるなど、歳入全体では、前年度

比１３６万６，０００円の減となったとのことです。財源構成におきましては、自主財源

の割合が４０．８％、依存財源の割合が５９．２％と、依存財源割合は昨年度から横ばい

となっています。 

 一方、歳出では、義務的経費において、人件費が５，２８９万６，０００円の増、扶助

費が電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業の反動減などにより、２，５

６６万４，０００円の減、公債費が２，１５４万９，０００円の増となるなど、義務的経

費全体では４，８７８万１，０００円の増となりました。 

 投資的経費はシビックセンター等ＥＳＣＯ事業や町民運動場改修工事などの増により４

億４，０９４万９，０００円の増となりました。 

 補助費等につきましては、水道基本料金減免に係る負担金の減などにより３８３万６，

０００円の減、積立金は前年度繰越金やふるさと忠岡応援寄附金に係る基金積立金の減に

より１億３，７０８万５，０００円の減になりました。 

 歳出全体では，３億１，２４８万８，０００円の増となったとのことです。 

 結果、令和５年度は、財政調整基金の取崩しはございませんでした。引き続き健全な経

営に努めてまいりますとのことです。 

 次に、国民健康保険事業勘定特別会計については、歳入が１８億８５４万８，０００円

で、前年度と比べて１，０４４万８，０００円、０．６％の増となりました。歳出は１８
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億１１１万７，０００円となり、前年度と比べて９３３万９，０００円、０．５％の増と

なりました。 

 歳入歳出差引き額、実質収支は、１１０万９，０００円の黒字となっております。 

 次に、介護保険特別会計については、歳入が１７億１，１３８万４，０００円で、前年

度と比べて３，５０７万円、２．１％の増となりました。歳出は１６億５，９４６万４，

０００円となり、前年度と比べて３，３７６万１，０００円、２．１％の増となりました。 

 歳入歳出差引き額、実質収支は、５，１９２万円の黒字となっております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計については、歳入が５億４，２１６万３，０００円で、

前年度と比べて３，８３２万５，０００円、７．６％の増となりました。歳出は５億３，

２７３万４，０００円となり、前年度と比べて３，９４６万１，０００円、８．０％の増

となりました。 

 歳入歳出差引き額、実質収支は、９４２万９，０００円の黒字となっております。 

 次に、下水道事業決算については、企業会計方式の経理方法により、管理運営に関する

もの収益的収支と、施設の建設に関するもの資本的収支に区分しています。 

 収益的収支については収入が８億２，８２７万７，０００円で、前年度と比べて４，２

８０万７，０００円の増、支出は７億３，４５６万５，０００円となり、前年度と比べて

２，２１２万９，０００円の増となりました。収入から支出を差し引いた純利益は９，３

７１万２，０００円となり、前年度に比べ２，０６７万８，０００円の増となりました。 

 資本的収支については収入が４億７，５３６万４，０００円で、前年度と比べて１，１

１９万６，０００円の減、支出は８億５，９４５万１，０００円となり、前年度と比べて

１，２４２万６，０００円の増となりました。収入から支出を差し引くと３億８，４０８

万７，０００円の収支不足となり、この収支不足額は減債積立金や減価償却費で補填する

とのことでした。 

 次に、財政分析等の説明がありました。 

 経常収支比率については、財政構造の弾力性を判断する指標の１つで、法定普通税や普

通交付税などの経常一般財源等収入が、人件費、扶助費及び公債費のような経常的経費に

どの程度充当されているか、その割合によって財政構造の弾力性を見ようとするもので、

この割合が低いほど財政構造は弾力性に富んでおり、行政運営にとって好ましい状態とさ

れています。 

 本町の令和５年度の経常収支比率は、９９．９％で前年度９８．９％より１．０ポイン

ト悪化したものの、前年に引き続き３年連続で１００％を下回る結果となりました。 

 令和５年度の経常収支比率が悪化した要因は、経常収支比率を算定する上で算定式の分

母となる経常一般財源等収入において普通交付税が増加したものの、分子となる経常経費

充当一般財源において、人件費や扶助費及び公債費などが前年度と比べ増加したことによ

るものです。次年度以降、同水準の収入を確保できない、もしくは経費の圧縮がなされな
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ければ、比率は悪化する可能性があり、予断を許さない状況になってしまうとのことです。 

 経常収支比率の推移については、昨年に引き続き１００％を下回っておりますが、依然

として大阪府内町村及び市町村の平均を上回っており、より一層の改善が求められます。 

 続いて、一般会計基金残高の状況ですが、財政調整基金は１７億１，６５６万５，００

０円、公共施設整備基金をはじめとした特定目的基金は３億７，７６０万８，０００円、

合計２０億９，４２６万３，０００円であり、前年比３億９，３４２万２，０００円の増

加となっております。 

 次に、地方債現在高の状況ですが、令和５年度末の地方債現在高は７２億９，７９７万

円で、前年度より７，６５２万２，０００円の増となっています。 

 続いて、健全化判断比率については、地方公共団体の財政の健全化に関する法律による

４指標等につきまして、実質赤字比率、連結実質赤字比率はなし、実質公債費比率は５．

６％、将来負担比率は１８．０％、公営企業における資金不足比率はなしとなっておりま

す。全ての比率において早期健全化基準を超えておりません。 

 今後も引き続き、各指標における判断比率が悪化することのないよう、また持続可能な

行政経営を目指してまいるとのことであります。 

 続きまして、討論で各委員から出されました意見と要望でありますが、委員を代表して

私が各委員の意見書を読み上げさせていただきます。 

 まず、小島みゆき委員の意見書です。 

 令和５年忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算について、公明党の意見を申し上

げます。 

 令和５年にはコロナ感染症も一定の落ち着きを見せ、２類から５類になり生活もコロナ

前には至っていないが取り戻しつつあります。しかし、いまだ感染者も見られ、感染対策

もしながら日常生活を送っていただくよう願うところです。 

 本年の１月１日に能登半島地震が発生しました。また、８月８日には宮崎県日向灘沖で

震度６弱の地震を受け、南海トラフ巨大地震注意が発表されました。１週間は特に注意と

のことでしたが、１週間後の１５日には終了しましたが、いつ起こるか分からない不安な

状況は続いています。 

 巨大地震注意情報が発表されると店舗から水やブルーシートが売り切れ状態になり、併

せて米も棚から消えている状況が起こり、令和の米騒動とまでマスコミでは報道されてい

ました。新米が流通されて少し時間がたつとともに、それも解消されると聞いています。

しかし、まだお米が店頭に並んでいるのを見ても以前と比べると高額になっているので、

買うのを考えておられる姿も見受けられます。 

 世界に目を向けると、いまだに続くイスラエルとハマスの争いやロシアによるウクライ

ナ侵略で、国際情勢の混沌・混乱は続き、日本も影響を受けて長期に及ぶ食料品などの値

上げが家計を圧迫する中、物価高騰は厳しく、町民の暮らしは大きな打撃を受けています。 
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 重要なのは、所得向上によって物価高を乗り越え暮らしを守ることにあります。本来、

家計の所得向上は持続的な賃上げで実現すべきですが、急激な物価高に賃上げが追いつか

ず、実質賃金は依然マイナスです。賃上げの流れが少しずつ向上してはいますが、国民に

広く及ぶまでには至っていない状況で、引き続き、政府には経済対策強化をしっかりやっ

ていただきたい。 

 決算については、令和５年度一般会計及び特別会計の歳入決算総額は１２８億２，０９

０万１，１４４円で歳出決算総額は１２６億４，４３５万４，８５５円となっており、差

引き額１億７，６５４万６，２８９円になり、黒字決算となりました。 

 中身については、法人町民税は減ったものの、個人町民税、固定資産税、地方交付税の

増等々によるものであります。 

 実質収支黒字の主要因の一つの地方交付税の増は臨時的なものと考えられることから、

少子高齢化、社会保障経費の増加や公共施設の維持管理や補修にかかる支出増加が見込ま

れることから、持続可能な行政運営に努めなければならない。また、国民健康保険、介護

保険、後期高齢者医療、下水道事業の特別会計についても、実質収支黒字となり評価いた

します。さらなる鋭意努力に期待します。 

 財政調整基金を取り崩さず黒字になったので、水道基本料金の減免や町内に通っている

子供が給食費を免除されるときには、町外の小中学校に通っている子供たちにも町内に通

っている子供と同じように給食費を免除や補助できるようにしていただきたい。 

 １、物価高騰克服と持続的な賃上げの実現。 

 ２、公教育の再生と子育て支援の充実。 

 ３、健康と命を守る施策の推進。 

 ４、防災・減災対策のさらなる強化。 

 ５、活力と魅力ある地域づくり。 

 以上に取り組んでいただき、我が党が策定した子育て応援トータルプランの下、子供の

幸せを最優先に子育てしやすいまちづくり、そして今までも申し上げていますが、深刻化

する児童虐待、不登校、ヤングケアラーなど困難を抱える家庭の支援の強化、安心して子

供を産み育てられる社会の構築を進めていく必要もあります。 

 また、健康と命、生活を守るため、子供から高齢者まで安心して暮らせる施策に全力を

挙げていただきたいと思います。子供の貧困や学習機会の保障などの福祉や教育、高齢者

への福祉をはじめとする諸課題に対しても、決してなおざりにせず取組を積極果敢に進め

ていただくことを要望し、本決算を認定いたします。 

 続きまして、松井匡仁委員の意見書です。 

 無所属の会、松井です。 

 令和５年度一般会計、各特別会計、下水道事業会計決算につきまして、意見を申し述べ

ます。 
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 本年度におきましては、新型コロナウイルス感染症対策関連予算の影響も少なくなり、

コロナ以前の落ち着きを取り戻すかと思われた中、物価高騰対策に追われる一年となりま

した。 

 しかし、そんな中におきましても昨年に続き実質収支が黒字で維持できたことに加え、

基金残高においても伸ばせたことは喜ばしいことでありました。 

 次に、歳入を見ますと、昨年に続き法人町民税が減収となっております。本年度もご意

見させていただきましたが、法人町民税９．７％の減は深刻な問題であります。直ちにこ

の結果の分析、そして調査を行い、町内企業との対話をし、本町における企業経営の課題

の共有をすることを求めます。 

 次に、事業歳出におきましては、町民グラウンドの改修や認定こども園の開園、ＥＳＣ

Ｏ事業などの大型事業が行われたこともありまして、総務債などの町債が少し積み上がる

こととなりましたが、長年の懸念であった改修事業が行われたことについては適切な支出

であったと考えております。 

 次に、国保・介護・後期高齢の特別会計決算につきましては、刻々と変化をする社会情

勢や経済情勢、そしてそれに併せ政府が行う社会保障制度改革に対応していく職員さんと

それに関わる全ての皆さんには大変なご負担をおかけしておりますが、本町町民がこれか

らも安心して暮らせる社会保障制度の構築のためご尽力くださいますよう、これからもど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

 最後に、下水道事業会計につきましては、本年度においても事業収支、起債の償還とも

に堅調な経営がなされておりました。今後は更新工事などの事業計画に向け、さらなるご

尽力をお願いし、令和５年度一般会計決算・各特別会計決算及び下水道事業決算を認定い

たします。 

 続きまして、河野隆子委員の意見書です。 

 忠岡町２０２３年度の決算について、日本共産党は不認定として意見を申し上げます。 

 岸田政権の２０２３年度は自民党の裏金事件が大問題にもなったにもかかわらず、解明

されないまま政治資金規正法が改悪され、企業・団体献金を助長することになります。 

 実質賃金は、令和５年度は一度も前年を上回ることなく、今年５月まで続き２６か月連

続となりました。ようやく６月にプラスに転じましたが、実感が伴わない状況が続いてい

ます。国民のくらしと営業が危機的状況であります。 

 防衛費が５年間で４３兆円程度とした初年度の予算が６兆８，２１９億円となり、過去

最大となりました。日本は大軍拡に突き進む予算を組み、戦争する国家づくりが進められ

ています。 

 物価高騰から暮らしを守るために最も重要なのは、思い切った賃上げを進めることです。

この間、多くの大企業は史上最高の利益を更新し、内部留保は２０２３年度末現在で前年

度比８．３％増となる６００兆９，８５７億円だったことが明らかになりました。 
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 また、岸田政権は紙の保険証を廃止することを決め、マイナンバーカードの取得を実質

義務化にする、マイナ保険証を促進しています。法令違反を無視する手法は明らかに国民

の声に添っていないです。 

 このような状況の下で、忠岡町の令和５年度忠岡町の決算を見ました。そこで明らかに

なったのは、住民本位ではない町政であるということでした。 

 一般会計は、歳入８７億５，８８０万５，７２７円、歳出８６億５，１０３万９，３４

６円となり、実質収支で１億７４２万３８０円の黒字決算でした。 

 令和５年度は、令和４年度の黒字分も含め、町の財政調整基金を約４億４，７０６万９，

４９４円もため込み１７億円を超えています。それにもかかわらず、財政状況がここまで

好転しているのに、住民サービスの施策はカットされたままです。住民サービスを元に戻

さず独自の物価高騰対策や国保料・介護保険料の引下げを願う住民の声にも答えない、冷

たい忠岡町の姿勢であります。 

 町政で最も問題なのは、民間主導による産廃焼却施設建設計画が進められていることで

す。令和５年度末でまだ使えるクリーンセンターの火を消しました。 

 忠岡町の自らの役割として、住民の理解を得ることであるにもかかわらず、説明会の案

内には、ごみ処理方式とごみ減量化についてと産廃を表に出さず隠しています。町のホー

ムページでも、情報を公表していると答弁していますが、ホームページの深いところまで

入らないと産廃の文字は出てきません。 

 健康被害を心配する保護者、地球温暖化に対する心配、町からのお知らせがほとんどな

く不安に思う声など、そういった声に対し、再度、理解を得ることのための住民説明会も

一切やらない姿勢は、住民に寄り添った町政でないことが浮き彫りになりました。 

 また、現在のクリーンセンターが休止しているため、クリーンセンターの建設に係る借

金が約６億２，５００万円残ったままです。使わない施設のために、町の大切な税金が投

入されるのは、町の損失であり認められません。 

 また、この計画を進めるに当たって、関係各所との連絡について住民が情報公開を取っ

た際、当初の回答が文書不存在という驚くべき事実も発覚しました。４０年間にもわたる

事業を決定したのにもかかわらず、協議内容や電子メールでのやり取り、電話でのやり取

りといった文書が出せないというのは、都合が悪いから情報公開をしないと言っているも

のです。計画を秘密裏に進める忠岡町の姿勢であります。 

 このような進め方は住民をないがしろにしています。私たちは、住民の声を聞かないこ

の計画については、断固、反対いたします。 

 歳入においては、町税は、事業者の経営が悪化による法人住民税が減少となりました。

原材料費や人件費が高騰する中、中小企業・個人事業者を支える施策が必要ですが、町独

自での支援がありません。また、物価高騰で住民の生活が厳しい中、それを支えるための

財政調整基金の繰入れも全くないなど、ため込みをしています。 
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 総務費においては、企画費として、大阪・関西万博推進の協力謝礼金が計上されていま

した。大阪・関西万博の開催については、様々な問題を抱えています。ＰＣＢなどの危険

な廃棄物の埋め立てた土地の上に、また災害があった場合、孤島となってしまう心配が大

きい場所に万博を開催すること自体が大問題です。そういった場所に、教育的意義がある

といって子供たちを招待する事業は子供たちの命を脅かすことになります。いのちかがや

く前に命を守ることが必要です。 

 そもそも万博を夢洲に決めたのは、万博が終了した後に大阪維新の会が進めるＩＲ計画

が予定されているからです。そこには、カジノも建設されます。事業者にとって莫大な利

益を生み出すカジノ事業のために、万博を利用して交通網やインフラ整備を行っています。

物価高騰で今、苦しむ府民や中小企業に税金を回すことであり、事業者のために莫大な税

金を投入するのは許されません。 

 防災関連では、古い木造家屋の地震対策として木造住宅耐震改修補助金制度があります

が、耐震の改修費用は多額の費用が発生するので、経済的に困難な家庭に対し補助金の増

額を求めましたが、増額はしないとのことでした。 

 男女共同参画事業は、令和４年に文化会館にあった働く婦人の家が廃止されて以降、そ

の代替となる施設が設置されないままです。男女平等の施策が遅れていると言わざるを得

ない状況です。ＤＶや労働で困っている女性に対しての専門的な施設の設置を求めます。 

 ＥＳＣＯ事業については、令和６年度より省エネ対策として、シビックセンター、消防

署、文化会館、街路灯の省エネ化を目指す事業であります。今後の省エネ効果を注視して

いきます。 

 民生費について、子供医療費の完全無償化を求めましたが、現状を維持するとのことで

す。令和５年度から始まった公立東忠岡こども園ですが、待機児童はないとのことですが、

今後、出てくる可能性もあり、待機児童が出ないよう引き続き要望します。 

 衛生費は浜霊園の使用料が返還する場合の全額返還ではなく、使用時期、状況に見合っ

た返還金制度になることが予定されています。使用者に対して丁寧な説明と検討する時間

を十分確保して、政策を実施するよう要望します。 

 また同時に、本町文化会館の利用料が近隣市に比べ高いことを他市の条例とも比較しな

がら質問しましたが、忠岡町は引下げをやらないという答弁でありました。 

 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業費３億９，９８５万３７９

円が、最後の年ですが町独自の物価高騰対策は一切ありません。基金がたくさん積み上げ

られているのに水道料金、下水道料金、国保料、介護保険料の引下げも一切しないという

答弁でした。学校給食の無償化、子供医療費の医療費の無償をされること、就学援助の児

童生徒数は小学校の生徒全体で割ると１７．７％、中学校で２０．１４％であります。こ

のように暮らしが大変になっています。所得制限を現在の生活保護費の１．２倍から１．

３倍への引上げを要求しましたが、しないということです。 
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 国民健康保険料は府の統一保険料のため、国保料が所得の２割を超えており耐え難い負

担です。約５，０００万円余りの国保の基金を活用すれば、１人１万円引下げができるこ

とを提案しましたが、引き下げないという答弁でした。 

 介護保険では、保険料の基準額が６，４１０円で高いのに、認定も厳しく使えないもの

になっています。やはり高過ぎる介護保険料は、一般会計から繰り入れて引下げを求めま

す。 

 また、後期高齢者医療保険会計では、２年ごとに値上げをされ国保並みに高い保険料で

す。その上、令和４年１０月から窓口負担が２割になった人数は２，６５８人のうち３８

８人おり、年金暮らしの高齢者に重い負担である。一般会計から繰り入れて引下げを求め

ましたがしないということです。 

 下水道会計では、高い下水道料金を引き下げるため、一般会計から繰入れをし引き下げ

ることを求めます。 

 このような忠岡町は住民要求に応える姿勢が見られません。 

 私ども日本共産党は、忠岡町は財政に今、余裕があって、１７億円もため込んだこの財

政調整基金を住民のために使えと言っていますが使わない。このような住民本位でないこ

の本決算については認めることはできません。不認定とします。 

 続きまして、尾﨑孝子委員の意見書です。 

 大阪維新の会・呈祥会の尾﨑孝子です。令和５年度の決算審査が終わりましたので、意

見を申し上げます。 

 令和５年度は、５月に新型コロナウイルス感染症が５類に移行しインフルエンザ感染症

と同等になりましたが、世界中で重要な公衆衛生の課題として存在しています。感染防止

策やワクチン接種の重要性を引き続き、呼びかけております。 

 そこで、令和５年度の一般会計決算におきましては、歳入歳出差引き額は１億７７６万

６，３８１円、実質単年度収支は１億７４２万３８１円で、財政調整基金を取り崩すこと

なく単年度で黒字とのことでしたが、経常収支比率が９９．９％と前年度と比べ０．１％

悪化しておりますが、今年度も１００％以下でございました。財政健全化の４つの指標の

数値は全て国基準を下回っており、下水道事業の資金不足比率も基準内で全て健全な財政

でございました。 

 自主財源より依存財源に頼っている現状ではありますが、令和５年１０月にふるさと応

援寄附金の法改正があり、９月までは駆け込み需要がありましたが、１０月以降、伸び悩

み１，４８５万円の減となっております。 

 財政調整基金残高については、将来的な人口減少に伴う行政需要の変化や南海トラフ地

震などの有事に備え、計画的に管理していくことが必要であります。愛の福祉基金をはじ

めとした特定目的の基金であり、積立ての主な原資であるふるさと応援寄附金について、

さらなる寄附獲得に向け専門家の意見を取り入れる等、創意工夫に努め、強化していただ
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き、並びに町の財政を活用し、自主財源を増やす工夫として稼ぎにいくという観点を持っ

ていただきたいと思っております。 

 近年、超高齢化と少子化により子供の人数は減っておりますが、発達障がいやグレーゾ

ーンの子どもは増えています。本町での児童発達支援事業として、国庫補助金、府支出金、

一般財源を使った児童発達支援事業を行っております。その決算におきましても、昨年よ

りも多く利用する子供たちが増えていることが分かりました。早くから必要な支援をする

ことにより必要なスキルを早期に獲得していけます。できれば中核となる事業所に旗振り

をしていただきたいと思っています。 

 また、前年度より出産・子育て応援事業として、出産応援ギフトとして現金を交付する

事業を今年度も子育て世帯に対して行われており、経済的支援を継続実施していくことに

は意義があると思います。 

 近畿府県でも進められている広域連携において、本町も令和３年２月より岸和田市との

消防指令業務共同運用が始まり２年以上、経過しています。業務の共同化により、行政業

務の効率化・住民サービスの向上につながり、初動体制の強化を図ることができ、また隊

員のモチベーションも上がっているとのこと、効果的に発揮できていると思います。 

 また、令和５年１０月、２市１町の広域連携に関する協定調印式が本町役場で行われ、

福祉バスの共同利用や広報誌による魅力発信などが行われています。引き続き、この施策

を期待しております。 

 また、忠岡町における保険制度は高齢化の影響を受けて医療費や介護費の増加が大きな

課題となっています。各保険制度の持続可能性を高めるためには、健康促進、予防医療、

地域での助け合いといった取組を強化し、住民全体の協力が不可欠になっております。ま

た健康寿命の延伸に一層取組み、継続して住民にさらなる周知を行い、健康診断を受けや

すい環境をつくり、地域団体に協力を求めていっていただきたいと思います。 

 町民協働の取組では、住民参加を促進し世代間ギャップや地域間格差を解消するための

仕組みづくりが必要になります。現在、高齢化や人口減少が進み、地域、家庭、職場とい

う人々の生活領域における支え合いの基盤が弱まってきています。暮らしにおける人と人

とのつながりが弱まる中、これを再構築することが大切です。ぜひ、本町でも町民との協

働を進めていっていただきたいと思います。 

 最後に、令和６年度元日には能登半島地震が起き、半年以上たつ今も仮設住宅などで暮

らしを余儀なくされています。令和６年８月８日、宮崎県沖の日向灘を震源にマグニチュ

ード７．１の地震が発生しました。気象庁は８日、初となる南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）を発表しました。少なくとも１週間は地震への備えを再確認するように呼び

かけました。１５日で臨時情報は完了しましたが、大規模地震の懸念がなくなったわけで

はありません。 

 また、ウクライナ情勢などで世界情勢が不安定であることに伴う物価高騰など過去に類
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を見ない不透明な状況の中、経費削減事務を効率化しランニングコストの削減を図り、新

たな財源確保を積極的に検討するなど、課題をしっかりと整理し施策の優先順位を検討し

ながら、将来世代に負担を先送りすることなく、健全で持続可能な財政運営に努めていた

だきたいです。 

 令和５年４月には公立の忠岡東認定こども園、１０月には子育て支援センターひだまり

も開園しました。町民グラウンドの整備工事も始まり、令和６年３月末には完成し、防災

拠点としてのマンホールトイレやかまどベンチの設置、グラウンドの水はけもよくなりま

した。議会議場音響設備等改修工事完了において、円滑な議事運営と住民への情報発信の

充実がなされました。 

 ＥＳＣＯ事業も完了し、かなりの経費削減になっていると今回の決算委員会にて報告を

受けました。令和６年３月から各種証明書等コンビニ交付サービス導入事業も始まり利用

者も増え、スピーディーに町政が進み費用対効果をもたらしています。 

 つながる、集う、人を育み明るく豊かな未来に導いています杉原町長の町営運営を評価

いたしまして、我が会派では令和５年度の全決算について認定といたします。 

 また、今奈良幸子副委員長に関しては、尾﨑委員と同意見とのことです。 

 以上が各委員の意見でありました。 

 本特別委員会としては、令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算、並び

に、令和５年度忠岡町下水道事業決算認定の認定について、一括採決いたしましたところ、

賛成多数により原案のとおり、認定すべきものと決した次第でございます。 

 最後に、今回の審査に当たっては、３日間を通じて多岐にわたり質疑が展開されました。

しかもその多くは、強い要望、意見、指摘として出されました。 

 したがいまして、理事者におかれましては本委員会内でございました指摘事項等を十二

分に踏まえていただき、本町財政の効率的運用を図ることはもちろんのこと、財政健全安

定化に向けて取組をされること、また住民サービスの維持向上にも鋭意努力を傾注されま

すよう、併せて強く要望いたしまして、決算審査特別委員会の委員長報告とさせていただ

きます。 

 令和６年１０月１日、決算審査特別委員会委員長、二家本英生。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 報告は以上のとおりです。 

 ただいまの委員長報告に対するご質疑をお受けいたします。 

 質疑ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 質疑はないようですので、質疑を終結いたします。 
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 これより討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

 まず、原案に反対の発言を許します。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 令和５年度の決算について、日本共産党の反対討論を行います。 

 令和５年度も黒字で、町の財政調整基金を約４億４，７００万円積立て、財調の基金残

高は約１７億円を超えています。毎年３億円を超えていたシビックセンターの借金の返済

が令和元年度で終わり毎年３億円がゆとりになっています。 

 また、財政健全化計画も終わり、その続きの忠岡未来計画も終わり、健全化計画を今は

現在は忠岡町は持っていない、していないのに、健全化で住民サービスはカットされたま

まです。 

 財政の指数も改善し、厳しいとは言えないのに忠岡町は財政が厳しいより、住民要求に

は応えられない、できないと言って物価高騰で大変な住民の暮らしを支えることを、町独

自では一切していません。最大の問題は、事業主体は民間という産業廃棄物焼却施設の誘

致計画を住民の反対の声も聞かず進めていることです。そればかりか、まだ使える本町ク

リーンセンターの火を消し休炉にしてしまい、遠く三重県まで町民のごみを運んでいます。 

 使っていない忠岡町クリーンセンターの起債約６億２，５００万円を返済し続けるとい

うのは大変もったいないことであります。普通でしたら、本町クリーンセンターを稼働さ

せながら、公民連携の産廃計画の話を進める手法が取られるものですが、なぜか事業者か

らの提案どおりに、三重県の提案者の関連会社に町民のごみを運んで、運搬料と償却委託

料を事業者に忠岡町は支払っています。これも町の主体性がありません。 

 忠岡町は何を焼却するのかまだ分からないと言っており、事業主体は事業者のこの公民

連携の産廃誘致計画はきっぱり中止を求めます。忠岡町はかたくなに住民への説明会を持

とうとはしません。住民の声を聞かない町政であることの証明であります。 

 さらにこの計画は、町長がごみ処理は広域化という町長自らの公約に反し、産廃誘致に

変わったのは、公約違反と言われても仕方ありません。住民の方がなぜこの公約違反をし

て方針転換したのかが知りたいと、情報公開請求をしたのに対し、忠岡町は文書不存在の

ため、非公開ということでありました。これも住民に行政の説明責任を果たさない忠岡町

の姿勢を明らかにしたことであります。 

 後に不服審査請求をされ、審査会委員の委員の方々は公開すべきという答申を出されま

した。このように住民の声を聞かない、行政の説明責任を果たさない、このような姿勢は
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認められません。住民本位に改めることを求めます。 

 そして長引くコロナ禍で収入が減少し、物価高騰が家計と営業に打撃となっています。

そんな住民の暮らしを少しでも支えようという姿勢も見られません。人口が将来減少する

老朽化した公共施設の更新という将来のために積立てばかりを増やし、今、忠岡町に生活

する住民から集めた税金を、今の住民のために使わないと住民が聞いたら、住民は怒ると

思います。 

 私たちが求めている学校給食の無償化は、年間６，５００万円あれば恒常的に実施でき

ます。毎年十分に財源はあります。 

 府下でも高い水道料金、下水道料金、国保料、介護保険料の引下げも一切しないという

現町政の姿勢であります。改めることを求めます。 

 住民の声を聞かず、産業廃棄物の施設誘致を進めている上、毎年黒字で財政調整基金ば

かりを積み上げながら、余ったお金は、町民のためには使わず、ため込んでいるという本

決算は、到底日本共産党は認められません。 

 以上、反対討論といたします。 

議長（北村 孝議員） 

 次に、原案に賛成の発言を許します。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ないようですので、討論を終結いたします。 

 賛成、反対。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 認定第１号 令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定について反対

の立場で討論をさせていただきます。 

 なお、私は一般会計についてのみですので、各特別会計については認定をさせていただ

くつもりですけれども、議会の一括採決というシステム上、反対させていただきます。 

 大きく、先に結論で述べますと、億を超える巨額の公共事業ですね、そちらの公金支出

がずさんで、ざるで、また住民がチェック、検証できない状態にあったというその１点目

です。 

 まず、公共工事の中身といいますと２点です。 

 まず１点目、東忠岡地区認定こども園整備事業費についてです。これ、令和３年度末の

予算委員会で、皆さんもご存じだと思いますけれども、盛土の件が問題になりました。質
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問で取り上げられて紛糾したことは皆さんもご記憶にあると思います。 

 当時の町側の答弁は、この工事は３か年事業であり、既に想定外の地下埋設物も出てき

ている。さらに今後物価高騰などの工事金額が増額変更されることが予想されると、なの

でこの増額分の費用を少しでも低く、安く抑えるために、つまり引き算して相殺するため

に、発注仕様書契約書の内容に反して、地面を掘った土を埋め戻し用に再利用することに

しましたと。本来であれば仕様書契約書上は、土は処分して、埋め戻し用は新たに土を購

入することになっていましたけれども、それをやめて再利用することにしましたと。住民

のために、町のために、安く抑えるためにやったとそういうご答弁をされてました。 

 その答弁の中で、２年後の令和５年度最終契約金額を決めるときには、この土を再利用

することで安く浮いた金額分を最終決定された契約金額ですね、増額分と相殺、つまり引

き算をしますということで、議会に約束していただいたと、議事録にも載ってますからね。

そういうご答弁をされてました。 

 しかし、２年後の令和５年６月議会で、最終金額を決定する議案が出てまいりまして、

結局、１，８４７万１，０００円増額して、最終金額ですね、１０億７，４４７万１，０

００円という契約金額で決定して、議決を得ましたと。そのときありましたので、これ２

年前の予算委員会で引き算するというてた分、引き算してないんじゃないかと、担当部局

のほうに申し上げましたところ、もう終わったことだ、過ぎたことだと、引き算してませ

んという回答でした。町はしれっと黙って約束をなかったことにしてるんですね。意味不

明な説明をされてました。 

 ６月議会も終わってからもずっと担当部局のほうに説明を求めてましたけれども、８月

頃になりまして、土の再利用については仕様書契約書どおりにやっただけですと、もとも

と掘った土は処分して新しく買うということにはなっておらずに、もともと再利用するこ

とになっていたので、工事費用から引き算をすると、増額分から相殺するというなんてい

うそういう事実はもともとなかったんですという説明内容に、本当にひっくり返ってたん

ですね。一体どういうことかと、そういう町側のですね、なぜ過去にそういう答弁をした

のか。またどういう過程を経て、どういう状況があって、答弁の説明がひっくり返ったの

かという経緯ですね、開示請求しまして調べましたけれども何もない。 

 先ほども共産党議員さんのほうから忠岡町のね、文書記録がないというところを指摘さ

れてましたけれども、本当に巨額事業についても文書記録がないんです。結局、そういう

状況でしたので、議事録ね、確認させてもらいましたけども、町側のほうは、業者がこの

土を再利用したほうが安くなると言ってきたんですと、議事録にも書いてますけどもそう

いう旨の答弁をされてますけど、業者って一体誰なんですか。岩出建設さんですか、工事

監理業者のＵＲリンケージさんなんですか。それすらもね、検証できない。という状態で

す。 

 ですので住民の我々は、なぜ町側がまず令和３年度末の予算委員会当時にそんな答弁を
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したのか。その内容が事実なのか。またその２年後の令和５年度、昨年度、ひっくり返っ

た説明内容が事実なのか、何が事実なのか全く検証ができないということです。 

 このうやむやのままの状態というところで、当時議長にも申し入れさせていただきまし

たけれども、議会議長のほうも、もうええやんと、住民の誰も騒いでないからもうそんな

もうええやんということで終わられてしまいました。 

 これ議会の皆さん覚えておられると思いますけども、当時の予算委員会私は入ってませ

んでしたけれども、入ってた委員の皆さん質問されてましたし、聞いておられましたし、

言い出しっぺの議員の方も覚えておられると思いますけれども、こんなんでいいのでしょ

うか。きちんと説明が議会にもなされてないまま、こんなまま、こんな巨額の工事の金額、

支出を認定していいのかと私は議会にも問いたいです。 

 先日の議会運営委員会でも、最後のチャンスですので、この９月議会で、ちゃんと議会

側の説明をさせたいと求めたいということを申し上げましたけれども、多数派の方々のご

意見といいますか、もうええやんということで終わってしまいました。ですので議会側の

問題があるということは指摘させていただきます。 

 もう１点、巨額の工事、町民グラウンドの改修事業です。こちらも、決算書に計上され

ている費用、設計委託費、工事監理費、工事請負費これらを足しただけでも２億２，３３

２万６，４００円になります。 

 ちなみに先日の決算委員会で町側は総事業費２億１，９３３万４，５００円とご答弁さ

れてましたけれども、ちょっと金額何をどう計算してこの金額になったのかはちょっと疑

問です。 

 まず、出発から追っていきますと、令和４年度末の、これも予算委員会で、設計委託業

務が令和４年度末に終わらないのに終わるといった趣旨の虚偽答弁をされてまして、議会

を混乱に陥れた。これも議会の皆さんもご存じだと思います。その結果、令和５年度に入

ってプロジェクトチームを立ち上げて、また事業設計をやり直して余計な、マンパワー、

時間、経費をかけて設計をやり直したわけです。こういったもの全てが無駄になってるわ

けですけども、誰が責任取りましたか、取っていない。 

 もう１点、アスベスト調査費、これについても令和５年度、昨年度の１２月議会で追加

議案で出てまいりました。税込み７３４万１，４００円を増額させてほしいと、契約変更

させてほしいという議案が議会に上程されてきました。内容、説明お聞きしますと、町民

グラウンド内の青少年センターについては設計委託業者が設計委託の段階で事前調査をし

ていたけれども、トイレについては事前調査をしていなかったと、その理由が、トイレは

平成１２年度に建設されたもので、アスベスト含有の建築資材が流通していなかったので

必要ないだろうと、勝手に推測された、設計委託業者の考えもあったのだろうということ

を当時の部長さんが答弁をされてましたけれども、そんなことがあるのかということで、

私もその後、個人的にですけどもね、大阪府の環境部局、それから近隣泉大津市、岸和田
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市の建築部局さんのほうにうちの忠岡町の言っている説明が妥当なのか確認させていただ

きましたところ、まず大阪府ですけれども、毎年府内の市町村、それから業者に向けて勉

強会をしていると、ですので、アスベスト調査については法令に関してね、基準日があり

ますよということはお伝えしてますと。 

 そこを、担当部局、当時の教育委員会の教育部長さんにお聞きしましたら、教育部長さ

ん自身その勉強会参加されてたんですよね。なので古い建物はアスベスト調査が要る、新

しい建物は要らないということは知ってましたとおっしゃってた、なのに、なぜアスベス

ト調査、事前調査をされてなかったのか。また泉大津市、岸和田市さんの建築部局さんも、

アスベストの事前調査が要るか、要らないかは、きちんと法律で基準日が平成１９年９月

１日に工事着工したかしないかというのが明確に決まってますと、確かにそうです、私が

ネットで調べても、資料とかネットで調べても出てくるような情報なんです。それを忠岡

町は知らない、調べていないなんてあり得ないんですよね。 

 ですので、近隣市さんの建築部局の職員さんも、いやそんなの調べてないとか、知らな

いなんてあり得ないですと驚愕されてました。そういう公共工事を忠岡町はしていたとい

うことなんですね。 

 これについても、なぜそういうことになったのか開示請求もしましたし、担当部局にヒ

アリングもしましたけれども、また文書もなくて、客観的に検証ができない状態だという

ことです。 

 結局このアスベスト調査の費用の部分については、結果的に工事の入札が終わってから、

約７００万円増額で、入札の公正さ、本町の発注事務の在り方そのものについても疑念が

つきまとったままという状態にもなっております。 

 ですので、このこども園整備事業で約１１億円の経費がかかっている。また町民グラウ

ンド改修事業も当初予算３億６，０００万円でしたけれども虚偽答弁等々があって、設計

事業委託業務がひっくり返りましたので、規模を縮小して、約２億５，０００万円弱とい

う事業費になりました。 

 この１０億を軽く超える巨額事業、公共事業の公費公金支出ですね。それがこんなにず

さんであっていいのでしょうか。職員の答弁、説明内容を裏づける客観的資料記録が全く

ない。これはもう行政、自治体として、ていをなしていません。 

 そもそも行政側には、こういった公金支出もそうです自治体運営について住民、そして

議会に説明責任を果たす義務があります。そして、また住民も調べれるようにきちんと記

録をそろえていただかないと困りますが、そういった状態に忠岡町はなっていないという

ことです。 

 こういったずさんな巨額事業が、実は闇の中と、この理由だけでも十分ですね、この決

算認定に反対する理由になると思います。 

 もう１点、付け加えさせていただきますと、この決算認定に賛成されている議員の方々、
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特に予算委員会にも参加されてますのでね、ご存じだと思いますけども、うやむやなまま、

不透明なまま、客観的根拠もなく職員が口先だけで言っている、それが事実かどうかも分

からない、そんな状態で、こんな忠岡町の自治体運営、巨額の公金支出を認めていいんで

すか。私はもうそんなものはね、認めたら議会の恥だと思ってます。 

 そして、また議会が機能していないと申し上げさせていただきます。忠岡町の公金支出

大きいものも、小さいものもあらゆる部分で記録もないですし、不適切な事務処理が目立

ちます。これはこれまでも指摘させていただいたとおりです。そういった役場の状態、調

整の問題点の改まらないのもやっぱりこの議会にして、この役場ありだなと申し上げざる

を得ません。本当に行政、自治体のていをなしていないということです。 

 ですので、機能を果たしていない議会についても、議会の費用、議員の報酬が結局は税

金の無駄遣いにつながっているんじゃないでしょうか、私は議会にも苦言を呈したいと思

います。 

 以上の理由からこの認定第１号には反対させていただきます。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論がないようですので、討論を終結いたします。 

 これより認定第１号 令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定につ

いて並びに認定第２号 令和５年度忠岡町下水道事業決算認定について、以上２件を一括

して、起立により採決をいたします。 

 委員長の報告のとおり、以上２件を認定することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立多数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立多数であります。 

 よって、認定第１号 令和５年度忠岡町一般会計及び各特別会計歳入歳出決算認定につ

いて、並びに認定第２号 令和５年度忠岡町下水道事業決算認定について、以上２件は委

員長報告のとおり、認定することに決定をいたします。 

 議事の都合で暫時休憩いたします。再開は１３時から再開します。 

（「午後 ０時００分」休憩） 

 

議長（北村 孝議員） 

 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

（「午後 １時００分」再開） 

（出席議員及び議事参与員休憩前に同じ） 
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議長（北村 孝議員） 

 日程第１０、意見書第６号 米不足への緊急対応を求める意見書の提出についてを議題

といたします。 

 提案者の趣旨説明を求めます。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 この意見書案の趣旨説明をさせていただきます。 

 今回の米不足は２０２３年産米が高温障害による品質低下や玄米から精米になる割合が

低下し、玄米量が足りなくなったこと、食料品全体の価格が上昇する中で、米消費が増加

したことなどが要因と言われています。しかし、この米不足の原因は政府の失政です。 

 コロナ禍による飲食、観光業等の自粛要請で需要が減少し、米過剰が発生、しかし、政

府は備蓄用に米を買い上げることをせず、市場に放置し、２１年産、生産者、米価は６０

キログラム９，０００円代にまで暴落しました。政府が取った対策は２０万トン以上の減

産を２０２２年から２３年産の２年連続での押しつけ、流通する在庫が減ったところに、

需要が伸びた結果が米不足です。生産量全体の僅か３％程度の増減で価格が乱高下してい

ます。 

 ７月３０日の農水省食糧部会で報告された民間流通米の６月末在庫は１５６万トンで、

比較可能な１９９９年以来、最低の水準です。１か月に６０万トン近く消費しますから、

９月半ばに２３年産米はなくなります。６月末在庫と、５年古米を含む政府備蓄米を併せ

ても２４７万トンしかなくぎりぎりです。政府は批判をかわすため、新米が出回ると、供

給も安定する見込みとしていますが、新米が供給されれば解決するものではありません。 

 米の米穀年度は１１月１日スタート、翌年１０月３１日までです。本来２３年産米は、

国と民間で１０月末までに在庫がなければなりません。９月からの新米を当てにするのは

来年に食べるお米を先食いしているだけで、問題の解決にはなりません。農業現場では、

米の集荷競争が過熱しています。その結果、消費者価格も高騰し、国民生活は苦しくなり、

食べたくても食べられない人々の問題は一層深刻になっています。生活困窮者などへの食

料の直接支援の制度化は緊急課題です。 

 今回の米不足の大本には、米の輸入、輸入自由化以来、国民の主食に責任を持たないと

いう政府の姿勢があります。ＷＴＯ、世界貿易機構協定批准に合わせ、１９９５年、食糧

管理法が廃止され、主要食糧法の下で、政府の役割は備蓄とミニマムアクセス米輸入に限

定されました。 
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 生産現場では２００４年から米改革がスタートし、米の生産量の判断は、農家、農業団

体の自己責任へ、１８年から政府は、生産調整から完全に手を引きました。今日本で米の

生産供給を全体に責任を持つ機関はどこにもありません。全くの市場任せになっておりま

す。 

 よって、米不足の実態、実情を把握し、関係者の声を聞くこと、また政府備蓄米の活用

も含め、生産者団体の流通、小売業界と協力し緊急対策を講じること、農家価格補償、所

得補償を抜本的に充実し、農業者が安定して生産を続けられる条件を整えること、価格高

騰により米の小売業者の仕入れ資金が不足しています。借入条件の優遇など緊急対策を講

ずることなど、国に向けてのこの意見書、ぜひこの忠岡町の議会でも賛同をよろしくお願

いします。 

議長（北村 孝議員） 

 提案者の趣旨説明は以上のとおりです。 

 ご質疑をお受けいたします。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご質疑はないようですので、質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本件は、会議規則第３９条第３項の規定により、委員会付託を省略して、ご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご異議ないものと認め、委員会付託を省略することに決定をいたしました。 

 これより討論に入ります。 

 討論はありませんか。 

 まずは、反対討論でございます。 

４番（小島みゆき議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 小島議員。 

４番（小島みゆき議員） 

 この米不足への緊急対応を求める意見書についての反対討論をさせていただきます。 

 国の生産調整が米不足を招いたという意見もありますけれども、最近の米不足とは直接

関係ないと思います。国の生産調整は、もともと商品に見合う量を生産する計画になって

いますので、万一不作が起きれば米が足りなくなり、そこで備蓄米を放出することになっ

ています。それでも足りなくなる場合も考えられます。 
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 ただし、昨年産米は作況指数が１０１で不作ではなかった。また今年も平均並みと予想

されています。そういう意味では、生産調整による生産の絞り込みが、米不足を招いたわ

けではないと考えていいと思います。それゆえ、米が品薄になった原因は、主に消費面の

ほうにあります。つまり、消費者が米消費に大きくシフトしたことが今回の米不足の大き

な原因だと考えられます。 

 実際に農林水産省の最新の消費見通しを見ると、今年３月の見込みも需要が２０万トン

も増えてしまっています。今回米の需要が増えた理由には、インバウンド、外国人旅行客

の需要が増えたことがあり、３．１万トンほど消費が増えたと言われています。 

 これも確かに理由の一つですが、それより大きく影響したのが、一般家庭での米消費が

拡大したことだと考えられます。具体的に総務省の家計調査を見ると、５月、６月の米の

購入量は前年に比べてそれぞれ１割近くも大幅に伸びています。これを今年７月までの１

年間の平均で見ますと、米消費量はやはり１％増、量に換算しますと７万トンになります。

これで最近の需給の均衡をかなり説明できることになります。要は米の品薄の大きな原因

は、米の消費拡大そんな時期に南海トラフの臨時情報を受けて、備蓄をしたり、台風が近

づいたので、備蓄する人が増えたことも一因でした。そのようなときに米が足りないと報

道がされるようになると米が足りなくなるなら、その前に買っておこうと買いだめに走っ

た分も加わり、さらに不足が発生し、今のような騒動になったと考えていいのではないか

と思います。 

 また新米が取れて、お米がたくさん出回るこの時期に政府の備蓄米まで出回ってしまう

と、値崩れを起こしてしまいます。そうなっては農家の人は大変です。そこで、農林水産、

農水大臣も、もうすぐ出荷が始まるから安心してくださいと会見しました。 

 以上のことから、この意見書には賛同いたしかねます。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、賛成討論ございませんか。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 賛成討論を行います。 

 僅かな需要の増減で価格がこんなに乱高下して、今回のように店の棚から米が消える状

況が起こるということ自体が、これを防がないといけないのに生産量とか備蓄量がふだん

からぎりぎりないという、こういう農政を行ってきていることが問題だと思います。米不

足の原因いろいろね、今おっしゃいましたけど、そんなことが原因ではありません。政府

が米の需要減を理由にね、毎年減産ね、減産を農家に押しつけてきたことにあります。 
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 コロナ禍の影響もあって、この３年間で約６０万トンも生産量を減らしてきました。そ

して今年、政府の予想に反して、米の消費が伸び、２０２３年の７月から２０２４年６月

の需要の実績は、当初の見込みから２１万トン多い７０２万トンになりました。それでも

政府が発表した来年の需要見通しは、それよりもかなり少ない６７３万トン、１年で９万

トンずつ消費が減るという過去の傾向を反映させて、需要が減っていくという見通しであ

ります。 

 今年の消費の伸びを的確に見たものとは言えないという需要の見通しであります。また

来年も同じように、もう来年のほうがもっと９万トンね、また減らしているわけですから

９万トンずつ毎年減らしているわけですから、もっと足らなくなるという状況が起こると。 

 だから、最初に申し上げたように、政府が減少する米の需要量に合わせて生産量をぎり

ぎりに抑えてきたから、僅かな需要が増減しただけでこのような事態が起こると。そして

政府は、もうその備蓄米をね、じゃ出せばいいのにと誰しもが思っています。備蓄量もい

っぱいあります。でも値崩れが起きるから、値崩れ起きるんだったら、その原因者、備蓄

米を放出した政府の責任で価格保障をすればいいわけですが、価格保障をしたくがないた

めに備蓄を出さないという、そういうね、もう本当にけちくさいそういう農政を行ってき

ているから非常に５キロ４，５００円とか、もう大変高いお米を探して買いに行かないと

いけないという本当にこういうことを調整するのが政府の役割ではないでしょうか。 

 やはり市場任せにその価格をね、任せているという政府はお願いをするだけというこう

いったことだから安定しないんです。やはり、農家のね、あの若い人がやっぱり定着しな

い、営農が続けられないというのは農業で食べれないからということであります。時給１

０円とも言われています。 

 ですから、もうこういった他の産業と比べて小規模経営がね、多いこういう農業経営と

いうところを市場任せでは成り立ちません。ということで、農業大国である欧米諸国は、

農産物の価格保障や手厚い保障、所得補償で農業経営を支えて、農村や環境を維持して、

食料自給率を向上させてきているわけです。農業所得に占める政府の補助金の割合が、ス

イスは９２．５％、ほとんどがもう政府の補助金と、ドイツが７７％国の補助金、フラン

スは６４％、日本は３０．２％という大変政府による農業補償がいかに貧弱かということ

がはっきりとしています。 

 というこういった国の責任で、やはりお米は主食ですし、ここをきちんと確保していく、

将来、先ほどもいろいろ出てましたけど地球温暖化でもう食料がつくれなくなってくる。

輸入に頼っている日本は本当に食料不足になるということになりますから、こんなちょっ

との米の消費が伸びたからといって、もうなくなるという、もうお店から米がなくなると

いう、こういう状況では、もう今後の大規模なそういう災害であったりとか、豪雨災害こ

ういったことで、もう本当にますます、もう計画的にはもう保障できないということにな

っていきます。 
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 ということで根本的にやはり切り替えていかなければいけないということであります。

米の需要がね、伸びないということで、また見てると、また来年も需要は減りますという、

増えてるのに減るという、こういう見通し自体がもうそもそも間違っているんだろうなと

いうふうに思います。 

 ということで、価格保障や所得補償もいっぱいやって営農を続けて、そして、お米もき

ちっとたくさん充実すると、そして余れば備蓄に回すし、また海外に輸出もできるように

すると、こういうふうに農業を大事にね、していって食料自給率も上げていくということ

が一番国民が今求めていることではないかというふうに思います。 

 なので、この意見書はぜひ通していただきたいと思います。よろしくお願いします。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 反対討論を行います。 

 物価が高騰し、米農家においても燃料や人件費などが値上がる中、米への価格転嫁はあ

る程度容認すべきだと考えております。また、店頭から米が消えたとの意見につきまして

は、品薄となっているお米は、スーパーマーケットなどが農家から安価で買い叩いた米で

あり、政府や生産者側の理由というより、販売者側の理由が大きいと考えられます。 

 お米の価格は３０年間上がっておりません。このままでは国内の米農家全体の衰退を招

きます。よって、この意見書には賛同いたしかねます。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ないようですので、討論を終結いたします。 

 これより意見書第６号 米不足への緊急対応を求める意見書の提出についてを採決いた

します。 

 意見書第６号について、原案のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立少数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立少数であります。 

 よって、意見書第６号は否決されました。 
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議長（北村 孝議員） 

 日程第１１、意見書第７号 ２０５０年脱炭素実現に向けて最大限の取り組みを求める

意見書の提出についてを議題といたします。 

 提案者の趣旨説明を求めます。 

５番（二家本英生議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 二家本議員。 

５番（二家本英生議員） 

 ２０５０年脱炭素実現に向けて最大限の取り組みを求める意見書案について、趣旨説明

を行います。 

 気候危機打開は待ったなしの状況であることは明白であります。ＩＰＣＣ気候変動に関

する政府間パネルの第６次報告書では、今のままでは２０３０年に温室効果ガスが排出限

度に達すると警告し、国連事務総長は先進国にカーボンニュートラル排出ゼロの前倒しを

要請しています。 

 世界各国もカーボンニュートラルに向けてＣＯ２削減率の向上に努力をしています。日

本の国内の動きもカーボンニュートラルに向けて、各分野において先進的な取組をしてい

ます。発電分野においても、温室効果ガスの排出量が大きいと言われる石炭火力発電では、

大気汚染物質の排出を大幅に削減するクリーンコール技術が導入されている発電所もあり

ますが、化石燃料である以上、ＣＯ２の排出量は大きいままであります。 

 やはり、水力、太陽光、バイオマスなどの自然エネルギーに切り替えることで、ＣＯ２

排出削減に大きな効果が見られます。よって、国や、国会や政府に対し、直ちに令和３２

年、２０５０年脱炭素実現に向けて最大限の目標を設定すること、その実現に向けた具体

的な行動を起こすよう強く要請する意見書案でございます。 

 議員の皆さんのご賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

議長（北村 孝議員） 

 提案者の趣旨説明は以上のとおりです。 

 ご質疑をお受けいたします。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 ご質疑はないようですので、質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 本件は、会議規則第３９条第３項の規定により、委員会付託を省略してご異議ありませ

んか。 
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（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 異議ないものと認め、委員会付託を省略することに決定をいたしました。 

 これより討論に入ります。 

 討論はございませんか。 

 まず、反対討論でございます。 

７番（松井 匡仁議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 松井議員。 

７番（松井 匡仁議員） 

 この意見書に反対の意見を申し上げます。 

 この意見書ですね、読ませていただきますと、もう政府が取り組んでいる状況をそのま

ま、政府は今２０５０年の脱炭素に向けまして、一生懸命取組を行っております。それを

どういう意味なのか、やり遂げなければならない挑戦であるとか、そのまま政府がやって

いることを何て言ったらいいのかな、意見書として送るんはちょっとおかしいんじゃない

かなと、また技術の開発につきましても、日本は、最先端を走っていると思っております。

それをですね、また考え方を広めていくことが必要であるとか、これ意見を申すような段

階ではないと考えます。 

 仮に、これが現状、取組を表明していない、本町、町長への意見書であるならば、賛同

はいたしますが、日本政府へ、対してということであれば賛同いたしかねます。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 続いて、賛成討論ございませんか。 

１２番（河野 隆子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 河野議員。 

１２番（河野 隆子議員） 

 各国は１５年のパリ協定で気温上昇を１．５度に抑えることを目指し、二酸化炭素など

の温室効果ガスの排出をゼロにするカーボンニュートラルを今世紀後半には実現するとの

目標を定めました。しかし、排出削減は十分に進んでおりません。１．５度に抑えても、

今年以上の暑さが続くと考えられます。日本では３０年時点の排出量を１９９０年比で５

０％から６０％削減することが気候危機を回避する上で最低限必要です。そのためには、

２０３０年までの対策引上げが決定的に重要です。 
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 ところが日本政府の削減目標は４０％にとどまります。温室効果ガスを大量排出する化

石燃料による火力発電からの転換が必要ですが、再生可能エネルギーの電力比率はまだ２

０％程度です。５０年のカーボンニュートラルに向けた電力構成の在り方にも問題があり

ます。 

 政府は、水素、アンモニアによる火力発電や排出される二酸化炭素回収、利用する火力

発電といった新技術を取り入れようとしています。しかし、褐炭からつくる水素の輸入な

ど、結局は化石燃料が元です。二酸化炭素の回収には多くのエネルギーが必要で、利用技

術はほとんど確立されていません。原子力発電にも依存し、寿命延長や新増設をしようと

しています。 

 一方、電力に占める再エネ比率は、５０％から６０％にとどめます。世界では、再エネ

比率が既に３０％を超え、風力と太陽光だけで原発を追い抜きました。欧州では、再エネ

が４４％に、２０年前には電力比率が１％だった風力が、石炭やガス火力を抜きました。

アメリカも３５年に電力の７０％以上を風力と太陽光にする方針であります。 

 日本でも再エネの潜在量は十分にあります。併せて、断熱などの省エネを徹底すれば、

カーボンニュートラルを実現できます。なぜそうした対策が進まないのか、原発や石炭火

力発電の利益共同体の存在があります。電力会社や発電設備メーカーなどの経済界、膨大

な献金を受ける政界、天下りの官僚、企業広告に頼るマスメディア、抵抗は大きいです。 

 よって、国会の、国会及び政府は直ちに２０５０年脱炭素実現に向けて、具体的な行動

を起こすように強く要望すると。ということでこの意見書案には、ぜひこの忠岡町の議会

でも賛同をお願いしたいというふうに思います。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

８番（三宅 良矢議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 三宅議員。 

８番（三宅 良矢議員） 

 反対の立場で討論させていただきます。 

 先ほど、松井委員からもありましたが、日本は世界で最も効率的、また、あとＣＯ２の

排出等に取組を行ってる国ということはご理解いただいてると思うんですけど、一部これ

は意味あるんかというような施策もあると思いますけど、我が国の環境政策、これ今現在

頑張ってる、雑巾を絞ってるような取組に忠岡町としして何か意見を上げていくんやとす

れば、隗より始めよという言葉がね、あるように、例えば具体的には忠岡町南北８００メ

ートル、狭い町内ですよね。車で移動されてる方いっぱいいますよね。ＣＯ２撒き散らし

ますやん。それであれば、せめて僕ら議員はその賛成する議員中心に、忠岡町の庁舎の駐
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車券を返上してね、車で利用できるだけ抑制するとか、あと、例えばね、お昼御飯のとき

とか、使い捨てのプラとか使ってますよね、いうかそれはプラに回したらいいんや、リサ

イクルに回したらいいやということを言う人いますけど、あれリサイクルするほうがＣＯ

２めっちゃ発生するんですよね、初めてつくるより、これもご存じだと思うんですよ。 

 でなれば、莫大なＣＯ２を発生するようなことも含めて、例えばせめて忠岡町の庁舎内

はプラを一切使わない取組ね。この議案に賛成される議員の方々より、まずは行動してい

ただけたらなと、意見書にもありますね、書いてあります最大限のＣＯ２ゼロの徹底を始

めていただければ、思ってます。 

 賛成者は知行合一という精神もありますし、意見者としてね、国に出すというよりも、

やっぱりやってる中で定義していくということが必要じゃないかなと思いますし、これを

契機に何らかの取組が始まることが大変期待いたしますし、ただ私はね、そんな高尚な、

要は属性レベルの低い人間なんで、こんな高い精神性で日常生活に挑んだりとか続けるこ

とはできないんで、本意見書には反対させていただきます。 

 以上です。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

６番（是枝 綾子議員） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 是枝議員。 

６番（是枝 綾子議員） 

 賛成討論を行います。 

 地球温暖化というかもう気候変動ですね、ある南の島々はもう水没してしまっていると

いう状況や台風の、台風ですかね、そういったのが異常にも巨大になってきているという

ことで、その気候変動は私たち日本に住んでる者でも感じることだと思います。その気候

変動を止めるということをしないといけないという世界的にも、もうこれはもう重要な課

題だという位置づけを日本政府が持っているのかどうかというところであります。 

 昔に決めた分さえ守ればいいじゃなく、今もうどんどんと産業革命のときよりも１．４

度上昇して、今年はさらに上昇して１．５度を超えるというふうに推計されているという

ことで、パリの協定では気温の上昇を１．５度にね、抑えるというふうに目指しているけ

れども１．５度に抑えても、もうこれ以上の暑さがね、続くというふうに考えられている

ということですから、それ以上の目標を持って、取り組まなければいけないという意識が

あるのかどうかということで、温室効果ガスの排出量の５５％は中国やアメリカやＥＵ、

インド、インドネシア、ブラジル、ロシアこういったところですが、国民１人当たりの排

出量の大きい国はアメリカ、ロシア、日本、中国、ＥＵということで、日本も量的には少
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ないと思われているけれども国民１人当たりでは多いほうなんですね。ということで、こ

の認識をもっと持ってもらわなければいけないし、ＥＵは１９９０年の京都議定書の年か

ら２０２２年までには２７％減らしているのに対して、日本はたった１１％しか減らして

いないということであります。 

 日本の対策があまり進んでいないということで、気温上昇を１．５度未満にするには、

もう２０３０年までに２０１９年の排出量比で世界全体で４０％から５０％削減、日本で

は８０％以上削減しないとそれに匹敵しないということなので、日本は２０１９年の排出

量と比べて８０％以上も削減しないといけないところに来ているという今の見通しですね、

今の段階での、というところで８０％なんか減ってません、減らす気ありませんやん。 

 ２０５０年までに減らしたらええんやというそういうね、２０３０年と２０５０年、２

０年の開きがあります。もう２０３０年までに何とかしないと、もう大変なことになると

いうことで、最高気温が４０度を超えるというのがもう４３度とかいうふうな時代がね、

やってくると思います。 

 そういう状況を、もう世界各国が協力をして削減に取り組まなければ、削減しても、上

昇し続けるわけなので、もうこれ以上、上昇させないように、もう２０３０年度までに前

倒しをして、減らすと、削減目標を前倒ししてね、するということが必要なのに、その気

が全くないという日本政府に対して、やはりこれはやっているからいいんだではなく、や

っぱり前倒しで２０３０年までに８０％日本は減らさないといけないということを上げて

いくという意見書であると思います。 

 ということで、やはりこれは再生可能エネルギーに火力発電ですね、多くが火力発電、

石炭とかで、燃やしているというここを止めなければ一番大きいところですので、だから

それを全て再生可能エネルギー、水力やら風力やら、太陽光とか、こういったものに切り

替えていくということを政府に求めるものであります。 

 今のペースで火力発電も続けていいよというそんな甘っちょろいものではやはりこの気

温ね、気候危機は止まらないと思います。目的は、ＣＯ２削減じゃなくて気候危機を止め

るということなので、そのための温室効果ガスを減らすという目的そのものが間違ってい

るというね、そういうね、ものであります。だから、気候危機を止めるという目的でＣＯ

２を減らすという目的は気候危機を止めるというところに置いた意見書であります。 

 これはね、思想、信条いろいろ何かあっても、これはもう人類が一致して、この気候危

機を止めるということにならなければ取り組めない、実現できないということですので、

日本政府にこの意識をきちっと持っていただくということで上げていきたいと思いますの

で、ご賛同いただきます。お願いします。賛成討論とします。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

１１番（勝元由佳子議員） 
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 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 勝元議員。 

１１番（勝元由佳子議員） 

 私賛成の立場で討論させていただきます。 

 先ほどね、反対の方も忠岡町、足元の忠岡町が取組していないのに、国に言うのはどう

なのかといったご意見されてたと思いますけれども、それはそれで忠岡町は忠岡町で取組

すべきやと思いますけども、まず国にその気候変動に食い止めるための今取組されてるか

もしれないけども、明らかに気候変動が進むスピードと、我々人類が今取り組んでいるそ

のスピードと比べたら明らかに気候変動が進むスピードのほうが速いんですよね。だから

それを少しでも食い止めるために、もっと今よりももっと高い目標を掲げて、もっと具体

的な、今よりもっと具体的な行動を起こしてくれと、求めるのは私はこれは何もおかしい

ことじゃないと思います。 

 そこをいろいろ難しいことおっしゃってますけども、そんな反対する理由がちょっと見

当たらないかなと思ってますけれども、ですので賛成させていただきます。 

議長（北村 孝議員） 

 他に討論ございませんか。 

（「なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 討論がないようですので、討論を終結いたします。 

 これより意見書第７号 ２０５０年脱炭素実現に向けて最大限の取り組みを求める意見

書の提出についてを採決いたします。 

 意見書第７号について、原案のとおり可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

（起立少数） 

議長（北村 孝議員） 

 起立少数であります。 

 よって、意見書第７号は否決されました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 日程第１２、議会運営委員会閉会中の所管事務調査についてを議題といたします。 

 議会運営委員会委員長から所管事務調査について、会議規則第７４条の規定により、お

手元にご配付いたしました申出書のとおり、閉会中の継続調査の申出があります。 

 お諮りいたします。 

 議会運営委員会委員長からの申出のとおり、閉会中の継続調査とすることにご異議あり

ませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

議長（北村 孝議員） 

 異議なしと認めます。 

 よって、議会運営委員会委員長から申出のとおりにより、閉会中の継続調査することに

決定をいたしました。 

 

議長（北村 孝議員） 

 本定例会の会議に付されました事件は、全て議了いたしました。 

 閉会に当たり、町長より挨拶の申出がありますので、発言を許します。 

町長（杉原 健士町長） 

 議長。 

議長（北村 孝議員） 

 杉原町長。 

町長（杉原 健士町長） 

 議長のお許しをいただきまして、閉会に当たり一言ご挨拶を申し上げます。 

 初めに、９月２１日からの石川県能登地方における記録的な豪雨によりお亡くなりにな

られた方々に衷心よりお悔やみ申し上げますとともに、被災されました方々に対しまして、

心よりお見舞い申し上げます。 

 さて、９月４日より開会されました本定例会では、ご提案いたしました諸議案について、

慎重なご審議いただき、ご賛同、ご可決を賜り誠にありがとうございました。 

 早いもので、私が就任してから４年の月日がたち、本定例会が私にとって１期４年最後

の定例会となりました。就任当初は新型コロナウイルスと対峙することとなり、密を避け、

様々なイベントを中止するなど、感染対策に重点を置いた町政運営というスタートになり

ました。 

 このような中、町政においては最大の懸念事項でありましたクリーンセンターの管理運

営について、公民連携方式を選択したことで、財政負担の軽減が図られ、今後の人口減少

社会を見据える中で、持続可能なまちづくりに大きな効果をもたらすものと考えておりま

す。 

 また、水はけが悪く、使用に支障を来しておりました町民グラウンドにつきましても、

改修工事を実施し、改善を図ることができました。そのほか、ソフト面においては、子ど

も医療費助成の対象年齢の拡大、また泉大津、高石との２市１町の広域連携協定を締結し

たことで効率的で安定した行政サービスの提供に寄与するものと考えております。 

 これらの実現には、私一人では成し得ず、議員皆様方と論戦を交わせさせていただき、

そして、ご理解とご協力を賜りながら実現することができました。改めてこの場をお借り

いたしまして、議員の皆様方に深く感謝を申し上げます。 
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 そして、これまで私を支えていただいた職員の皆様にも感謝を申し上げる次第でありま

す。私は、この４年間、スピード、決断、実行をモットーに、誠心誠意頑張ってまいりま

した。しかしながら、少子化、超高齢化社会を迎える中、まだまだ本町には課題が山積し

ており、後戻りすることなく町政を前へ進めていくことが必要であると感じております。

このような中、もう一度、町政のかじ取りを担わせていただく、私は次期町長選挙に立候

補することを決意いたしました。 

 つながる、集う、人を育む忠岡をつくるため、挑戦してまいりたいと思います。 

 結びに当たり、議員皆様方にはますますご健勝にてご活躍されますよう心からご祈念申

し上げまして、閉会のご挨拶とさせていただきます。本日は誠にありがとうございました。 

議長（北村 孝議員） 

 以上をもちまして、令和６年第３回忠岡町議会定例会を閉会いたします。 

 議員皆様には、大変ご苦労さまでございました。 

 以上で終わります。 

（「午後 １時３７分」閉会） 
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 以上、会議の顚末を記載し、これに相違ないことを証するため、ここに署名いたします。 

 

 令和６年１０月１日 
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